
1．「地域密着型金融推進計画」の個別項目の進捗状況　

項　　　　　目
具体的な取り組み スケジュール 進捗状況

備考欄
17年度 18年度 17年4月～18年9月

Ⅰ、 事業再生・中小企業金融の円滑化

1、 創業・新事業支援機能等の強化

（1） 融資審査態勢の強化

① 業種別担当者の配置 建設業担当者を配置する。 上部団体の外部研修及び内部研修を実施す
る。

上部団体の外部研修及び内部研修を実施す
る。

融資部内に建設業担当者を配置している。

② 業種別審査体制の整備・強化 事業支援部が建設業・不動産業・サービス業
それぞれの担当者体制をとっており、審査部
門と連携した対応をとる。

事業支援部職員のレベルアップを重点的に行
う。

営業店融資担当者の内部及び外部研修を行
う。

事業支援部内にも、建設業・旅館業・不動産賃貸業等の担
当を分担し、審査部門と連携して対応している。

③ 将来性ある案件の発掘・育成のための体制整
備

無担保第三者保証なしの「創業新事業支援資
金」の普及に努める。

地域の創業新事業関連研修や会議に出席し、
情報収集を進める。

地域の創業新事業関連研修や会議に出席し、
情報収集を進める。

無担保第三者保証なしの「創業新事業支援資金」の普及に
努めた。

（2） 産学官の連携強化等

① 中小企業が有する知的財産権・技術の評価や
優良案件の発掘等に関する産学官ネットワーク
の構築

取引先の知的財産権や技術開発企業の情報を
収集する。

地域産学官協議会からネット配信を受けて、
各種会合に参加し、情報を収集して金融業務
に生かす。

地域産学官協議会からネット配信を受けて、
各種会合に参加し、情報を収集して金融業務
に生かす。

産学官ネットワークに参加し、ネット配信による情報を受
けたり、講演会等の会議にも参加している。

② 中小企業支援センター等の活用 無担保第三者保証なしの創業新事業支援資金
に際し、支援センターを活用する。（実績あ
り）

いわきパイロットオフィスの各種会合に参加
する。いわき地域中小企業支援センターを活
用する。

いわきパイロットオフィスの各種会合に参加
する。いわき地域中小企業支援センターを活
用する。

今期、具体的な活用はなかった。

（3） 地域におけるベンチャー企業向け
業務に係わる外部機関等との連携強化等
① 中小公庫、商工中金、国民生活金融公庫との
連携

国民生活金融公庫と本部・営業店が連携・協
議を強化する。

国民生活金融公庫との連携を進める。 国民生活金融公庫との連携を進める。 国民生活金融公庫と連携し、創業先を支援した。

2、取引先企業に対する経営相談・支援機能
の強化

（1） 中小企業に対する経営相談・支援
機能の強化
① 経営情報やビジネス・マッチング情報の提供 イントラネットを構築し、渉外情報の共有化

を図り、ビジネス・マッチングサービスを提
供する。

イントラネットを構築し、部店間ネットワー
クをオンにし、ビジネス・マッチング情報の
共有化を図り、情報提供を進める。

イントラネットを構築し、部店間ネットワー
クをオンにし、ビジネス・マッチング情報の
共有化を図り、情報提供を進める。

イントラネットを活用した情報共有によるビジネスマッチ
ングサービスを稼働させた。組合発行によるお客様向け情
報誌で取引先の経営情報等を提供している。

② 商工団体等との連携強化や外部専門家・外部
機関等の有効活用。

商工会議所とのプレミア金利の連携商品の普
及に努めるとともに、県産振センターのアシ
スタントの活用等を図る。

連携商品の普及を図る。商工会議所の経営指
導員と連携を進める。

連携商品の普及を図る。商工会議所の経営指
導員と連携を進める。

商工会議所および市内9つの商工会との覚書を締結し、支
援体制を強化した。

（2） 要注意先債権等の健全債権化に向
けた取り組み強化。

再生専担部署を強化する。スキルアップを図
る。

再生支援研修に参加。各店の債権ヒアリング
に参加し、迅速な対応を行う。

再生支援研修に参加。各店の債権ヒアリング
に参加し、迅速な対応を行う。

事業支援部職員を増員し、要注意先債権等の健全債権化に
向けた取り組みを強化した。

（3） 健全債権化等の強化に関する実績
の公表等

半期毎にインターネットのホームページで公
表する。

平成17年3月期・9月期の実績を公表する。 平成18年3月期・9月期の実績を公表する。 平成17年3月期、同9月期及び平成18年3月期の実績を公表
した。



項　　　　　目
具体的な取り組み スケジュール 進捗状況

備考欄
17年度 18年度 17年4月～18年9月

3、事業再生に向けた積極的取り組み

（1） 事業再生に向けた積極的取り組み

① 事業再生の早期着手に向けた取り組みの促進 専担部署が債権管理ヒアリングで情報収集を
行い、迅速な対応を行う。

専担部署が債権管理ヒアリングで情報収集を
行い、迅速な対応を行う。

専担部署が債権管理ヒアリングで情報収集を
行い、迅速な対応を行う。

事業再生担当者が毎月、債権管理ヒアリングに加わり、経
営変化の情報を把握し対応するようにしている。

② 外部機関の事業再生機能の活用 ＲＣＣや中小企業再生支援協議会等の外部機
関の再生支援機能を活用する。

産振センターのコンサルタ経営改善先の関与
税理士との連携を図る。

産振センターのコンサルタ経営改善先の関与
税理士との連携を図る。

今期は具体的な活用事案はなかった。

③ 再生企業に対する支援融資の拡充 キャッシュフローの極大化が図れる再生支援
先には前向きに対応する。

キャッシュフローの極大化が図れる再生支援
先には前向きに対応する。

キャッシュフローの極大化が図れる再生支援
先には前向きに対応する。

再生企業に対する支援融資を行った。

4、担保・保証に過度に依存しない融資の推
進

（1） 担保・保証に過度に依存しない融
資の推進
① ローンレビューの徹底 ローンレビュー先を一般債務者に暫時広げ

る。
ローンレビュー先の拡大。 ローンレビュー先の拡大。 経営改善支援先のローンレビューを実施している。

（2） 中小企業の資金調達手法の多様化

① 財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対
する融資の推進

税理士の推薦による無担保第三者保証なしの
「税理士連携ローン」の取り扱いを行う。

「税理士連携ローン」の普及を図る。 「税理士連携ローン」の普及を図る。 「税理士連携ローン」の普及推進を図った。

5、顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理
機能の強化
① 顧客説明マニュアル等の内部規定の整備 融資および預かり資産としてのリスク商品を

含めた預金商品に対する説明マニュアルの整
備を進める。

融資および預かり資産としてのリスク商品を
含めた預金商品に対する説明マニュアルの整
備を進める。

融資および預かり資産としてのリスク商品を
含めた預金商品に対する説明マニュアルの整
備を進める。

証券業務に係る事務管理規則の見直しを図った。

② 営業店における実効性の確保 説明義務履行のチェックシートを整備・検証
する。

内部検査で履行状況を検査する。 内部検査で履行状況を検査する。 検査部が臨店検査の中で、営業店の履行状況をチェックし
ている。

③ 苦情等実例の分析・還元 常務会や各店コンプライアンス担当者に苦情
等の実例を報告し、改善策を打ち出してい
る。

常務会や各店コンプライアンス担当者に苦情
等の実例を報告し、改善策を打ち出す。

常務会や各店コンプライアンス担当者に苦情
等の実例を報告し、改善策を打ち出す。

コンプライアンス担当者が、常務会メンバーとして出席
し、報告するとともに、苦情等の分析と事案の還元をして
いる。

6、人材の育成 内部研修及び上部団体主催の外部研修に参加
する。

「目利き」研修・ローンレビュー等の研修に
参加する。

「目利き」研修・ローンレビュー等の研修に
参加する。

職員レベルアップの研修を実施している。

（1） ローンレビューの徹底、財務制限条項やスコアリ
ングモデルの活用等の取り組み。

ローンレビューや財務制限条項の活用手法を
検討する。

ローンレビューや財務制限条項の活用手法を
検討する。

ローンレビューや財務制限条項の活用手法を
検討する。

ローンレビューの普及を進めている。財務制限条項につい
ては、該当案件が発生しなかった。



項　　　　　目 具体的な取り組み
スケジュール 進捗状況

備考欄
17年度 18年度 17年4月～18年9月

Ⅱ、経営力の強化

1、リスク管理態勢の充実 専担部署として総合企画部を新設。 中期計画の策定。バーゼルⅡの導入に備え、
自己資本比率算出の精緻化の検討を行う。

バーゼルⅡの導入に向けた計算シミュレー
ションの検証を行う。

リスク管理態勢を実務的に統括する部署として総合企画部
を設置した。

2、収益管理態勢の整備と収益力の向上 常務会で月次収益内容の検証を行う。 常務会で月次収益内容の検証を行う。 常務会で月次収益内容の検証を行う。 常務会で月次収益内容の検証を行っている。

3、ガバナンスの強化

① 半期開示の内容充実 デスクロージャー誌および地域情報誌「はま
かぜ」にグラフやＱ＆Ａなどで内容を充実さ
せる。

デスクロージャー誌および地域情報誌「はま
かぜ」にグラフやＱ＆Ａなどで内容を充実さ
せる。

デスクロージャー誌および地域情報誌「はま
かぜ」にグラフやＱ＆Ａなどで内容を充実さ
せる。

平成17年3月期、同9月期及び平成18年3月期公表に際し、
半期開示について見直しを図った。

② 総代会に一般の組合員の意見を反映させる仕組
み等、総代会の機能強化に向けた取り組み

地区別総代懇談会を開催する。 地区別総代懇談会を開催する。 地区別総代懇談会を開催する。 総代会前の4月に、地区別総代懇談会を実施した。

4、法令等遵守（ コンプライアンス） 態勢
の強化

顧客情報保護法に関する研修の実施。規程・
事務取扱要領の見直し及び整備

顧客情報保護法に関する研修の実施。規程・
事務取扱要領の見直し及び整備

顧客情報保護法に関する研修の実施。コンプライアンスに
関する部店内研修の実施や、理解度テストを行っている。

顧客情報保護法に関する研修の実施。
コンプライアンスに関する部店内研修
の実施や、理解度テストなど行った。

5、ＩＴの戦略的活用

① 顧客データベース拡充等による情報系システム
の構築

全部店間ネットワークを構築し活用する。 情報の共有化を促進する。 情報の共有化を促進する。 イントラネットによる、情報共有化システムが稼働となっ
た。

②ＩＴを活用したコンサルティング機能の強化 全部店間ネットワークを構築し活用する。 ビジネス・マッチング情報をオンし、サービ
ス提供を図る。

ビジネス・マッチング情報をオンし、サービ
ス提供を図る。

組合内部情報の共有化による、ビジネスマッチングサービ
ス並びに全国信用組合間のネットワークを活用したビジネ
スマッチングサービスを進めた。

③ 地域の特性等を踏まえた業務・システムの最適
化の推進

全部店間ネットワークを構築し活用する。 データの収集・解析を実施し、システム開発
を開始する。

事業者向けの無担保型ローンの審査システム
を導入する。

事業者向けの無担保型ローンの審査システムの検証を進め
た。

6、協同組織中央機関の機能強化 全信組連の特別金利定期預金は有利であるた
め、積極的に取り上げる。

全信組連の特別金利定期預金は有利であるた
め、積極的に取り上げる。

全信組連の特別金利定期預金は有利であるた
め、積極的に取り上げる。

特別金利定期預金の募集があった場合、有利であれば運用
する。



項　　　　　目 具体的な取り組み

スケジュール 進捗状況

備考欄

17年度 18年度
17年4月～18年9月

1、 地域貢献に関する情報開示

① 地域貢献に関する情報開示 デスクロージャー誌・地域情報誌「はまか
ぜ」・ホームページで開示しているが、より
内容の充実を図る。

デスクロージャー誌・お客様向け情報誌「は
まかぜ」・ホームページで開示しているが、
より内容の充実を図る。

デスクロージャー誌・お客様向け情報誌「は
まかぜ」・ホームページで開示しているが、
より内容の充実を図る。

デスクロージャー誌・お客様向け情報誌「はまかぜ」等の
充実を図った。

② 充実した分かりやすい情報開示の推進 写真・イラスト・利用者のアンケート等工夫
を加え、分かりやすい内容に努力する。

写真・イラスト・利用者のアンケート等工夫
を加え、分かりやすい内容に努力する。

写真・イラスト・利用者のアンケート等工夫
を加え、分かりやすい内容に努力する。

平成17年3月期同9月期及び平成18年3月期の情報開示に際
し、写真・イラスト等を多様し、視角に訴えるよう工夫し
た。

2、地域の利用者の満足度を重視した金融
機関経営の確立

利用満足度のアンケートを反映した経営を進
める。渉外担当者のＣＳ教育を行う。

利用満足度のアンケートを反映した経営を進
める。渉外担当者のＣＳ教育を行う。

利用満足度のアンケートを反映した経営を進
める。渉外担当者のＣＳ教育を行う。

利用者満足度調査を実施し、各部店で改善を実施した。

3、地域再生推進のための各種施策との連
携等

いわき市産学官連携協議会からのネット配信
を受け、連携を図る。

いわき市・同産学官連携協議会等の会議に積
極的に参加し、連携を図る。

いわき市・同産学官連携協議会等の会議に積
極的に参加し、連携を図る。

いわき商工会議所や9つの地域商工会などの経済諸団体と
連携覚書を締結した。

4、 進捗状況の公表 半期毎に進捗状況を公表する。 半期毎に進捗状況を公表する。 半期毎に進捗状況を公表する。 平成17年3月期同9月期の進捗状況を公表した。
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